様式第８号（第８条関係）

共同企業体解散後のかし担保責任に関する覚書

　（共同企業体の名称を記入）特定建設工事共同企業体が施工する（工事の名称を記入）工事に関し、特定建設工事共同企業体協定書第２１条に基づき、企業体解散後においても各構成員が共同連帯してその責に任ずるものとし、当該かしに係る構成員間の費用の分担、請求手続等については下記のとおりとする。
記
第１条　企業体解散後、構成員が発注者から工事目的物のかしの通知を受けた場合は、当該構成員は速やかに他の構成員に対し、その旨を通知するものとする。

第２条　各構成員は、前条の通知後速やかに協議し、発注者との折衝を担当する構成員等発注者への対応を決定するとともに、かしの存否、状況、原因等に関し、工事目的物の調査等を実施するものとする。

第３条　各構成員は、前条の調査結果に基づき、工事目的物に係るかしの存否及び範囲の確認を行うとともに、発注者との折衝の経緯を踏まえ、かしの修補の要否、修補範囲、修補方法、修補費用予定額及び修補を担当する構成員（以下「修補担当構成員」という。）並びに損害賠償の要否、賠償範囲、賠償予定額及び発注者に対する支払事務を担当する構成員（以下「支払担当構成員」という。）を協議決定するものとする。

２　前項で決定した内容に、重要な変更が見込まれる場合は、修補担当構成員又は支払担当構成員は速やかにその理由を明らかにした文書を作成し、他の構成員に通知するとともに、各構成員は協議の上、所要の変更を行うものとする。

第４条　かしの修補又は損害賠償に関する費用については、特定建設工事共同企業体協定書第８条（本条に基づく協定書を含む。）に定める出資の割合により（又は分担工事の工事額に基づき）、各構成員が負担するものとする。ただし、特定の構成員の責に帰すべき合理的な理由がある場合には、構成員間の協議に基づき、別途各構成員の負担額を決定することができる。

第５条　かし担保責任の履行としてかしの修補を行う場合においては、修補担当構成員は、当該修補完了後他の構成員に対し、前条に基づく負担金の支払を請求するものとする。

２　前項の請求を受けた構成員は、速やかに負担金を支払わなければならない。

第６条　かし担保責任の履行として損害賠償を行う場合においては、支払担当構成員は、発注者の履行請求に応じ、他の構成員に対し、第４条に基づく負担金の支払を請求するものとする。

２　前項の請求を受けた構成員は、速やかに負担金を支払わなければならない。

３　支払担当構成員は、前項の他の構成員の負担金と自己の負担金を取りまとめ、一括して発注者へ支払うものとする

第７条　その他この覚書に定めのない事項については、各構成員間で協議の上決定する。

　　　　　年　　月　　日
　　　（共同企業体の名称を記入）特定建設工事共同企業体
　　　　　　　　代表構成員　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　※　最大５者まで欄を拡張する。

